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2022 年６月 10 日 

各     位 

会 社 名  ｼﾞｪｲ･ｴｽｺﾑﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ株式会社 

代表者名  代表取締役社長  大谷 利興 

コ ー ド ３７７９ 

問合せ先 業務管理統括本部 部長 丸山 博之 

（電話 03－5114－0761） 

 

 

（開示事項の経過）Mafin Inc.の株式の取得（子会社化）完了に関するお知らせ 

 

 

当社は、2021 年 12 月 30 日付で「Mafin Inc.の株式の取得（子会社化）及び特定子会社の異動に関

するお知らせ」で開示いたしました Mafin Inc.（以下、「マフィン社」といいます。）の株式取得に関

し、本日付けでマフィン社の株式取得が完了したこと、また本日開催の取締役会において、マフィン社

の主要な現経営陣と合意書を締結することを決議し、締結したことをお知らせいたします。 

 

記 

 

１．株式の取得（子会社化）及びキーマン条項について 

当社は、2022 年 4 月 28 日付の「Mafin Inc.の株式の取得（子会社化）に係る株式取得日程の変

更に関するお知らせ」で開示いたしましたとおり、マフィン社の株式保有者である Metaps Plus 

Inc.及びその親会社である株式会社メタップスとクロージングに関する条件の調整を行っており

ましたが、全ての手続きが完了したため、マフィン社の株式に関する取得対価を Metaps Plus Inc.

に支払い、本日付でマフィン社が当社の子会社となりました。なお当社は連結子会社である株式

会社マフィンホールディングスに対してマフィン社の株式を同額で譲渡することを本日開催の取

締役会で合わせて決議し、契約を締結することで 2022 年３月９日付「新会社設立に関するお知ら

せ」で開示いたしましたとおり株式会社マフィンホールディングスをマフィン社等の親会社とす

る経営体制の変更を行いました。 

また、マフィン社等の運営に関しましては現経営陣が継続して行っていただく必要があると判

断し、現経営陣とのキーマン条項の合意を株式譲渡の前提条件としており、最終的には主要な現

経営陣が取得から３年間マフィン社に継続して在籍すること、各子会社の親会社となる株式会社

マフィンホールディングスの株式を同社（子会社を含みます。）の主要な現経営陣及び従業員が取

得する権利を新株予約権等の方法により付与すること等を合意し、本日合意書を締結いたしまし

た。 
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２．異動する子会社（Mafin Inc.）の概要 

（１） 名 称 Mafin Inc. 

（２） 所 在 地 大韓民国ソウル市江南区テヘラン路 418 

（３） 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表理事 尹 喜重（ユン ヒジュン） 

（４） 事 業 内 容 リワード広告を中心とする IT マーケティング事業 

（５） 資 本 金 2,963,000 千韓国ウォン（約 281 百万円） 

（６） 設 立 年 月 日 2020 年９月１日 

（７） 大 株 主 及 び 持 株 比 率 ジェイ・エスコムホールディングス株式会社   100％ 

（注）1 韓国ウォン＝0.095 円で計算しております。 

 

３．異動する子会社（Smartcon Inc.）の概要 

（１） 名 称 Smartcon Inc. 

（２） 所 在 地 大韓民国ソウル市江南区テヘラン路 418 

（３） 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表理事 尹 喜重（ユン ヒジュン） 

（４） 事 業 内 容 デジタルギフト事業 

（５） 資 本 金 1,366,220 千韓国ウォン（約 129 百万円） 

（６） 設 立 年 月 日 2011 年２月 18 日 

（７） 大 株 主 及 び 持 株 比 率 Mafin Inc.                  100％          
（注）1 韓国ウォン＝0.095 円で計算しております。 

 

４．異動する子会社（株式会社マフィン）の概要 

（１） 名 称 株式会社マフィン 

（２） 所 在 地 
東京都渋谷区渋谷二丁目 24 番 12 号渋谷スクランブルスク

エア 

（３） 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役 尹 喜重（ユン ヒジュン） 

（４） 事 業 内 容 デジタルギフト事業 

（５） 資 本 金 2.5 百万円 

（６） 設 立 年 月 日 2020 年 12 月１日 

（７） 大 株 主 及 び 持 株 比 率 株式会社マフィンホールディングス       100％          
 

５．日程 

（１） 取 締 役 会 決 議 日 2022 年６月 10 日 

（２） 合 意 書 締 結 日 2022 年６月 10 日 

 

６.今後の見通し 

本件による 2023 年３月期の当社連結業績予想に与える影響は現在精査中であり、公表すべき

事項が生じた場合には、速やかに開示いたします。 

以 上 


